
介護従事者の賃金等  

○ 平均年齢や勤続年数等が異なるため、単純な比較は困難だが、介護従事者（福祉施  

設介護員、ホームヘルパー）の賃金は、全産業平均と比較して低い状況にある。  

一般労働者の決まって支綺する給与額等  

全体  男  女  

決まって   所定内   
労働者   

決まって  

支給する  
平均   

勤続  
平均  勤続  

給与   
（注2）  

年齢   年数   
（注3）   支給する  所定内    平均   

勤続  労働者   決まって 支給す  所定内  
（注1）  （注1）   

年数   
（注3）  

る給与  給与額   年齢  年数  
（注1）   

（注2）   

330，6   301．1   41．0  11．8   
68．0％   

372．4  336．7    41．9  13．3   
全産業  

千円   
32．0％  

241．7    225．2  39．2  8．7  

千円   歳   年  千円   千円  歳   年  千円  千円   歳   年   

福祉施設    210．7   199，5   36．0   5．1   225．9  213．6    32．6   
29．5％  4．9  70．5％  204．4    193．7  37．4  5，2   

介護異  千円   千円   歳   年  千円   千円  歳   年  千円  千円   歳   年   

ホーム  213．1   197．7   43．8   4．8   239．3  214．7    36．7   
17．8％  3．5  82．2％  207．4    194．0  45．3  5．1   

ヘルパー  千円   千円   歳   年  千円   千円  歳   年  千円   千円  歳   年   

（注1）【決まって支給する給与】：労働契約、労働協約或いは事業所の就業規則によって予め定められている支給条件、算定方法によって6月1か月分として支給された現金給与を   

いい、所定内給与額に超過労働給与額を加えたものである。  

（注2）【所定内給与額】‥所定内給与額とは、労働契約等であらかじめ定められている支給条件、算定方法により6月1か月分として支給された現金給与額（きまって支給する現金給   

与綾）のうち、超過労働給与親（【1】時間外勤務手当、［2】深夜勤務手当、【3】休日出勤手当、【4】宿日直手当、【5】交代手当として支給される給与をいう。）を差し引いた碩で、所得   

税等を控除する前の額をいう。  

（出典）平成19年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）  （注3）全産業、福祉施設介護員、ホームヘルパー毎の、男・女の割合。   
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有効求人倍率の推移  

○ 社会福祉専門職種の有効求人倍率は最近急速に高まっている。介護関連職種の有効   

求人倍率も高まっている。  

平成5   平成10  平成‖  平成12  平成13  平成14  平成15  平成16  平成17  平成18  平成19   

全  

職  
0．70   0．48  0．47  0．60   0．54   0．54   0．66   0．83   0．94   1．02  0．97  

業   

常用  
0．66   0．40   0．38   0．47   0．42   0．41   0．53   0．71   

（除パート）  
0．84   0．92   0．87  

常用的パー  

トタイム   
1．06   1．08   1．08   1．39   1．28   1．28   1．45   1，32   1．29   1．35   1．30   

社  

A ＝言  

0．25   0．34   0．46  0．54  0．59   0．74   0．86   1．08   1．30  1，53  

福  

祉  

専  
0．20   0．18   0．25   0．32   0．38   0．43   0．55   0．69   0．91   1．10   1．34  

門  

職 種   
0．62   0．87   1．19   1．31   1．37   1．61   1．47   1．55   1．79   1．96   

介  

護  
1．14   1．47   1．74   2．10  

関  

連  

職  
0．69   0．97   1．22   1．53  

種   

トタイム  
2．62   2．86   3．08   3．48   

○有効求人倍率の地域格差：介護関連職種（常用（含パート））東京都2．82倍～ 沖縄県0．69倍   

（出典）職業安定業務統計。数値は年度内各月の平均値。  73   



離職率の状況  
○ 介護関係職種の離職率は、   

（D 全体（正社員と非正社員）で21．6％。  

② 全産業と比較すると正社員において高い。  

全体   正社員   非正社員   

全産業平均   15．4％   12．2％   25．9％   

2職種計   21．6％   20．0％   22．8％   

（訪問介護員）   16．9％   18．2％   16．6％   

（介護職員）   25．3％   20．4％   32．7％   

（注1）・全産業の出典は、「平成19年度雇用動向調査結果（厚生労働省）」  

・全産業の離職率については、以下の算式で算出している。  

平成19年1月から12月の期間中の離職者数  
離職率＝  ×100  

平成19年1月1日現在の常用労働者数  

・全産業については、「全体」は「常用労働者」、「正社員」は「一般労働者」、「非正社員」は「パートタイム労  

働者」を指す。  

（注2）・介護職員及び訪問介護員の出典は、「平成19年度介護労働実態調査（介護労働安定センター）」  

・介護労働実態調査の離職率については、以下の式で算出している。  

平成18年10月1日から平成19年9月30日までの離職者数  
離職率＝  ×100  

回答のあった事業所の平成18年9月30日の在籍者数   
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離職率階級別にみた事業所め割合  

○ 離職率の分布には、離職率が「10％未満」の事業所と「30％以上」の事  

業所との二極化が見られる。  

調査事業所数   難職率備級  

10％未   10％ヤ   ．1与％ん   20％～   25％一一   30％以  

満   15％未  20％未  30％奉  上   

満  満   満  

2職種合計   3，367   37．5   10．4   7．7   8．3   7．1   28．9   

介護職早計   2，235   36．6   8．9   7．3   7．4   7．1   32．7   

訪問介護員計   1，705   44．9   11．2   7．0   8．4   6．9   21．6   

（注）2職種合計：介護職員、訪問介護員の両者またはいずれかのいる事業所における介護職員、訪問介護員を合計した離職率。  

（出典）平成19年度介護労働実態調査（介護労働安定センター）  
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介護従事者等の人材確保のための介護従事者等の  
処遇改善に関する法律  

○ 本年の通常国会において、「介護従事者等の人材確保のための介護従事者  

等の処遇改善に関する法律」が全会一致で成立。  

【条文】  

政府は、高齢者等が安心して暮らすことのできる社会を実現するために介護従事者  

等が重要な役割を担っていることにかんがみ、介護を担う優れた人材の確保を図るた  

め、平成21年4月1日までに、介護従事者等の賃金水準その他の事情を勘案し、介  

護従事者等の賃金をはじめとする処遇の改善に資するための施策の在り方について検  

討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるもの  
とする。  

附 則   

この法律は、公布の日から施行する。  
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介護従事者の処遇向上に向けて  

① 介護従事者等の実態把握   

⇒ 介護事業者の経営実態や介護従事者の実態について調査。  

② 平成21年介護報酬改定に向けた議論   

⇒ 「生活対策」において、平成21年度の介護報酬改定■（プラス3．0％）等によ  

り介護従事者の処遇改善を図ることが決定。介護報酬改定の具体的な内容につい  

ては、現在、社会保障審議会（厚生う引動大臣の諮問機関）において議論中であり、  

芋後、適切な報酬を設定。  

③ 介護従事者の処遇改善に向けた取組   

⇒ 介護従事者の処遇に影響を与える要因としては、介護報酬の水準以外にも、事業  

者のマネジメントの問題、碍制の在り方の問題、現場の事務負担の問題等がある  
ため、介護従事者の処遇改善のためにどのような措置が取り得るか、幅広く検討  

を行い、できるもの力＼ら順次実施。  
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（参考）  平成20年介護事業経営実態調査結果  

1．各サービスの状況について（調査年の後ろの括弧内はデータ数）  

1¶封ゝ＿   17年   佃囁‖   1t．327円   乳丁84円   55，1ヽ  ヱ97．㈱円  さ7．7ヽ  2，4人  t二〉，¢ゝ  

ヰ  10，88丁円 ト3M   tO．紺1円 ト811   融肌  制服掴l円（◆e瑚  鋸．5l  乙ユ人  3▲ヰも  

1丁年  （58即   12．515円   柑．9丁ヰ円   ヰ9、5ヽ  ヱ95．318円  92．8l  2．一人  12．3l  

ヰ  （ 
2（】  2鴫）  ほ251円 ト2～I   】1，357円 ト311   Sユ．的  鍾†朋2円 〈叫九）  13．8l  之4人  7＿8l  

l7年  （294）   16，498円  ほ．93ヰ円   5741  297，877円  93．8㌔  19人   3．ヰヽ  

革寧    厚率垂  
28年  （g2  18．171円（一刀瑚  ほ，gヰ‡円（－ト仇】   5g．2ち  3（札888円（叫l）  9l．ユl  川人   3．2l  

lT年 一  柑88）   11．8一絹円   10，9ヰ丁円   5ti，5l  208，q14円  丁8＿5ゝ  1．3人   了▲6ヽ  

20年  （3乃   12．628円（◆TIJ  2準即0円（◆l瑚  1．8人  

17年（＝帥柑）  3．83さ円  3．点こH円   83．5l   220．510円   ユ自．】I   丁8．7回   ○仇   
由朋  ー・．′  

呵忘 20年＝，7ユ0  巴  む柑5円ト81）     8l‘5ヽ   円（朝  10．8l  さ3，7回   0．7ヽ  

〆■   
け蒔  

く331）   12，510円  13．839円   ．8丁．5ヽ   255．002円   与g．鍋   27．ヰ国   －18．6ち  

シィt   

72ロ  且12二；謡’こ完  軒1；．議長▲こ：完  2時l：汀円′く＋0鴨）   88＿ユ諷   包l上B   1．5ヽ  

凹                 20年  （  

17年（88り  8．28丁円  了7．8ヽ  39t；．980円  5▲8ヽ  

坪  回竺・一  回一・竺ヲ‥？竺ノー  国  彗－■……   軋竺－   †9、●ヽ    回元孟読こ㌃                             拍年 は縄                                     8．208円（－1瑚   7，帥7円 卜3甘）  8丁．ヰ㌔   90．ヰ回   乙丁ヽ  

17年  （1．87－I〉  59．7ヽ   23ち．2小円   88．ヰ人   7．2ヽ   

通  
渡7   

86．筑  
l介－      ヨ  

紬年   柑28J  9．404円（◆机）  8．T18円【◆71J   ¢0．了ゝ   2州．1相1円（十5ヽ〉  
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※1：訪脚1回当たり  ※2：介陣l阻員【訪問介護削  ※8二介護暮員1人当たり訪問国数〔1月I  ※4ニー護・介護■員1人当たり廷利用者数・廷肪問回数  ※5：讐廣稚貝   

簸6．看護拙員1人当たり珪ぺ仏間国数  覚了：利用竜1回当たり  ※8こ実利用舌1人当たり  港9・介護支援専門且   淡10：福祉用■専門相磯■  淡11：壬員1人当たり   

※12：訪問看護はテーション）については、医環磯蘭と併設Lている事1所が相当数あること，また訪問看護ステーションは、健康保険の訪問書謹も実施していることに留辛が必葦。   

栄13：適所リハビリテーションについては、介蹟老人保健施設や医療機関が実施することに留意が必要。  

衆1ヰ：居宅介護支援卒業者については、他サービス事業所と併設している事業者が相当数あることに甘苦が必要。   

呆15：収入に占める「保険外の利用料」の割合が4ロ％を越えている。   

（注〉 括弧内は、1フ年の睦と比較した場合の増減率  
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